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（１）改築更新事業の現状

わが国の下水道普及率は平成 15 年度末で 66.7％
であり、現在 1,800箇所以上の下水処理場が稼動し
ているが、このうち、供用開始後 15年以上経過し、
老朽化した処理場の割合は 35%を超えており、改築
更新事業の需要は増加する傾向にある。図 1にその
老朽化した下水処理場数の経年変化を示す。1)

　下水処理場の特徴は、土木・建築・機械・電気か

ら構成される複合施設であり、どれが欠けても機能

不全に陥るという点である。また、下水道事業の事

業主体は地方公共団体であるが、その多くは財政的

に非常に厳しく、多額の費用を必要とする改築更新

は深刻な問題としてとらえられている。

　下水道施設は国の補助事業として実施されているため、標準的

耐用年数が定められている。表 1に主な施設の標準的耐用年数を
示す。2)

　現在の改築診断手法は、施設・設備の目視や詳細な調査を行い、

その劣化状況や損傷の程度を確認し、さらに維持管理状況や標準

耐用年数施設を考慮して最終的には図 2に示すライフサイクルコ
スト線図のイメージによる経済的耐用年数に達した時期に改築更

新を実施するのが原則である。また、設備の故障頻度については、

図 3に示す、いわゆるバスタブ曲線により判断している。3)

　この考え方でいくと特定の時期に改築更新が集中して地方公共

団体の財政を圧迫し、改築したくても予算的不足で実施できない

という事態も想定される。この問題の解決のためには、改築更新

にかかる費用の平準化を図る必要がある。

　そこで、今回、リスク評価の概念を導入し、最適な改築更新計

画を策定するための手法を検討した。

（２）リスク評価の必要性について

　前述のように、下水道はさまざまな構造物、機器で構成されるが、それぞれ使用状況や耐用年数、故障頻

度も違う。また、万が一故障した場合でも、施設の余裕や運転方法の変更により応急的な対応が可能な場合

もある。このような場合は機器故障時に処理機能の維持に与える影響、つまりリスクは小さいといえる。
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表 1　主な下水道施設の標準的耐用年数

図 1　下水処理場数の経年変化
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　一方では、機器の場合は、部品の製造中止により更新せざるを得なくなる場合もある。このような場合は、

機器としては使用可能であっても、その機器が処理施設の運転上重要度の高いものであれば、そのまま運転

し続けた場合、故障発生時に大きな影響を受けることになる。このような場合は処理機能に異常が発生する

リスクが大きいといえる。以上のような事情を考えると、単純にコストだけで改築更新の可否の判断をする

のは問題があると考えられるため、コスト評価とともにリスク評価の導入が必要であると考えられる。

　リスク評価の確立のためには、施設や機器のリスクについて、以下の情報を収集・整理する必要がある。

① 実施設の定期的な点検・部品交換の頻度と機器故障の発生履歴に関する情報を解析し、点検・部品交換

頻度と機器故障リスクとの関係を把握する。

② 機器ごとの故障発生要因を整理する。

③ 下水処理における施設・機器ごとの重要度の重み付けを行う。

　下水道土木構造物は構造面と安全性の面で日常点検が困難な施設が多く、目視程度のデータしかない場合

が多いが、硫酸によるコンクリート腐食など下水道特有の劣化因子もあるため、土木構造物のリスク情報の

収集にはその簡易的な点検手法の考案も必要である。機械・電気については耐用年数が比較的短く、また、

日常点検データも多く存在するため、当面は設備を対象にリスク評価手法の導入の可能性を検討する。

（３）まとめと今後の課題

・ 下水処理場の老朽化が急速

に進んでおり、改築更新事業

が地方公共団体の財政を圧

迫する恐れがあるため、リス

ク評価を取り入れた効率的

な事業実施手法の構築が必

要である。

・ 土木構造物のリスク評価に

必要な点検項目および点検

手法の整理を行う。

・ 最終的には図 4に示す土木・
建築・機械・電気を含めた下

水処理システム全体のリス

ク評価システムの構築を目指す。
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図 4　リスク情報システムの構築イメージ
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